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Incorporated Organisation, 公益法人あるいはチャリティ法人）や CIC（Community 







ギリスにおける社会的企業の全国規模の中間支援組織 Social Enterprise UKの前身の
ひとつである Social Enterprise London は、1997年に始まった協同組合の中間支援

























































































































図表 1 社会的企業のスペクトラム 





















































図表 2 協同組合と非営利組織の交差空間に存在する社会的企業のイメージ 
協同組合                                    非営利組織 
 
 
      ワーカーズ               生産指向の 
       コープ                 NPO 
                 社会的 
                  企業 
         利用者             アドボカシー 
         協同組合             のNPO 
 



















































































出所：Leadbeater ［1997］, p.10.（一部改編） 
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図表 4 セクター横断型の社会的企業の類型図 
 
                 
  
再分配                            市場交換 




                                   
                                
                                （事業活動） 
                                                                 社会的経済 
                           非営利組織・チャリティ 
                        （補助金・ファンドレイジング） 
    フィランソロピー               ミューチュアル性 
               互酬性 
          
                    















タイプ C  
利益活用モデル 
























































 ベヴァリッジの名で公刊された報告書は、上述のものを含めて 3 つある。2 つ目の
報告書が、『自由社会における完全雇用』（1944年）である。パーティシプルは、1948
年公表の 3つ目の報告書を「ベヴァリッジ 3.0」と呼んだ。それが『ボランタリー・ア
























界から消えた」と指摘する［Oppenheimar et al., 2011, 1］。以前の 2つの報告書とは
異なり、「忘れ去られたテキスト」という扱いを受けることとなったのである［Deakin, 























いたとされる［Weinbren, 2011, 54-55］。 
新制度でそれまでの役割を失ったことで、友愛組合は衰退する。ベヴァリッジは、
改革に取り組めば生き残れるかもしれないとしつつも、全体で収益が年間 200万ポン
ド減少し、組合の新規加入者の減少と脱退者の増加を予想した［Beveridge, 1948, 83; 
Weinbren, 2011, 52］。実態は彼の望ましくない予想通りとなった。19 世紀前半にマ
ンチェスターで設立された有力な友愛組合である IOOFMU（Independent Order of 

























行した 2008 年は、『ボランタリー・アクション』の公刊 60 周年であり、ロンドンで
記念シンポジウムも開催されていた。そのシンポジウムから派生して公刊に至ったの






























 「最後に、人間社会は思いやりのある社会［a friendly society］になるかもしれな
い。…（中略）…他者に対して、際限なく無慈悲に権力を振るうといった常軌を逸し
た妄想は消さねばならない。その時、同胞愛に満ちた人間が戻ってくるだろう。」









































































































































































Kendall et al., 1996, 53: Hilton et al., 2013, 28］。とはいえ、上述のようにベヴァリ
ッジは後に自身の見解を修正しており、『ボランタリー・アクション』は市民社会と国
































































































ソーシャル・エンタープライズ・ロンドン（Social Enterprise London, SEL）は23、
そもそもロンドンの協同組合と協同組合振興機関（Co-operative Development Agency, 
CDA）を基盤とする組織であった。設立時に参画したメンバーは、一人を除いて協同
組合運動と直接かかわりを持つ人物たちであり、協同組合のブランドの再生という側













































研究は存在する。たとえば、近藤［2007］は OED（Oxford English Dictionary on 
Historical Principles）に依拠しながら、次のように簡潔かつ明瞭に解説を行っている。 













代表例として、エリザベスⅠ世時代の「チャリティ用益法（Statute of Charitable Uses 
1601 (43 Eliz., c4)）」（1601年）があげられており、また第 10項でヴィクトリア時代



































































った」のである［Beveridge, 1948, 194］。 
17 世紀の段階でチャリティとは何を指すのかは、法律上はその骨格が定められた。
そしてチャリティ目的の基金、いわゆるチャリティ信託は着実に増加、1660年の段階
















































務的救済制度（compulsory system of the relief）」とは、強制的課税にもとづく公的







教区内に土地・家屋があり 10 分の 1 税の対象となっている者に課税された。そのほ






























































































































































































































































図表 6 救貧税と「自発的な慈善」の支出推計（1696-1803年） 
（単位：1000ポンド） 
全国 1696 1748-50 1780年代 1790年代/1803 
救貧税 400 690 2,004 4,268 
慈善団体（基金型） ― ― 259  
6,000 病院 165 ― ― 
その他 ― ― ― 
 
ロンドン 1696 1738  1796 
救貧税 40 90 ― 245 
非国教徒の集会 ― 31 ― ― 
ロンドンの企業 ― 26 ― 75 
トリニティ・ハウス* ― 6 ― ― 
慈善団体（基金型） ― ― ― 150 
病院 45 79 ― 75 
慈善学校 ― 18 ― 10 
他の慈善団体 ― ― ― 9 
民間チャリティ ― ― ― 150 
友愛組合 ― ― ― 36 
＊水先案内協会：1514年設立、灯台や航路標識などの建設維持、水先案内の試験などを
管理する（研究社リーダーズ英和辞典より） 






































図表 7 19世紀における社会サービス提供のしくみ 
国家            ボランタリー活動           私的領域 
       a)チャリティ  b)自発的結社・   c)相互扶助 
                会員制団体 
救貧法                     近隣との共有 
        寄附金     伝道団             家族の義務 
        救貧院     訪問団 
        学校      病院              市場 
友愛組合    貸付金     学校      友愛組合    健康 
 登記所    施し・贈与   孤児院             教育 
                社会運動            不労・不動 
                                 産所得 
チャリティ              住宅金融組合       生命保険 
 委員会               貯蓄銀行 
                   年金組合 
教育関連法 


















































































































































































































































































































年に議会へ報告書（Report of the Committee on the Law and Practice Relating to 
Charitable Trusts）が提出された。その提言は、チャリティ委員会の再編成と監督権
の強化および登録制の導入、チャリティ概念の近代化、シプレー原則（可及的近似の
原則、Cy Pres Doctrine）34の緩和などであった［田中, 1980, 66-67］。 
このネイサン委員会の提言を受けて 1960年に成立したのが、1960年チャリティ法
（Charities Act 1960）である。ここで初めて「チャリティ」のあり方そのものを定め
た基本法が成立した。チャリティ委員会の権限強化や登録制度の導入（法第 2 章第 4
条から第 12条）、シプレー原則の緩和（法第 3章第 13条および第 14条）などは実現
したが、チャリティを改めて定義し直すことはなかった。従来からの判例や慣例に従
って判断すればよいという考えがあったからとされる。その際に参照されたのが、チ
ャリティ用益法の前文であった［林, 1975a, 13-40; 田中, 1980, 69-70］。1960年チャ
リティ法の内容や解釈については、わが国にも先行研究が多数存在する［たとえば、
林, 1975a, 1975b, 1980; 田中, 1980; 岡田, 2007; 永井, 2007］。詳細はそれらの研究に
譲り、本研究では後の社会的企業の発展の礎となった部分に焦点を当てる。 





［岡田, 2007, 39］。より重要なのは、1862年会社法（Companies Act 1862）により





























































の活用を狙う政治的言説と解釈することもできる［たとえば、Alcock et al., 2011; 


















































































































































































































年代終わりから 60年代のはじめ頃とした［中野, 1979, 68］。 
中野の研究は、社会サービスの量的・質的な増大がボランタリー・アクションのあ
り方にも変化を及ぼしたというものである。たとえば、地方福祉サービス費の増加率
について、1952年に対して 1960年は 154.3％だったものが、1960年に対して 1968
年は 216.7％と 1960年代に急増している点を指摘している［同上, 69］。同時期の福祉
財政の拡張については、山本も 1960 年代の公共支出自体は伸びたが、その主因は社
会費（社会保障、教育、医療、福祉、住宅など）であったことを解明している。具体的
には、福祉サービスへの公共支出総額が 1961/62年では 1億 6100万ポンドだったも























対 GDP比 0.2％から 1970年代半ばには約 1％にまで上昇したものの、それ以降 1980














































































































































［DiMaggio et al., 1991, 67-74］。1960年代以降、ボランタリー・セクターは行政と
のパートナーシップを深めたが、これは資金提供者である行政の意向を考慮するとい
った変化を生むことにつながる。テイラーは、1990年代後半に行政との関係で制度的
















立されたチャリティである。現在では約 480 万人の会員、5 億 9000 万ポンド以上の






に成功する。1953年には総収入の 6％だったが、1980年代には 4分の 1を占めたの
である。営利企業なら当然のマーケティング戦略を取り入れた証である。ナショナル





別組織としてナショナルトラスト・エンタープライズ（National Trust (Enterprise) 
Limited）を設立し、その利益をトラストに寄附するしくみを構築した。寄附額は 1980
年代から急激に伸び、1980年前後では 100万ポンド以下だったものが、1990年には




































































































































































































































































図表 10 現在（2000年代以降） 











     
 








































































































の第 1期において、政権第 2期からの社会的企業振興策と関連する施策を分析する。 
 
 










































（Compact on Relations between Government and the Voluntary and Community 











































も増えているとして両者の協働関係を築くべきとした［Commission on the Future of 
the Voluntary Sector, 1996］。全体として 61もの提言がなされたが、本研究のテーマ
と関連が深いものとして、以下の 3点をあげることができる［ibid., 123-129］。 
 




（2） チャリティの定義（提言 10） 
 「新しい公益概念に基づいた唯一の定義により、チャリティの定義を刷新すべきで
ある。」 









公表した政策文書『未来をともに築く（Building the Future Together）』では、ボラ
ンタリー・セクターとの「パートナーシップ」の構築が強調された。「契約文化」から



































































への新たな確約――全国戦略行動計画（A New Commitment to Neighbourhood 
Renewal: National Strategy Action Plan）』において、中央政府からの補助金だが、
その用途に要件を課さない「近隣地域再生資金（Neighbourhood Renewal Fund）」（以
下、NRF）の導入と、資金受給のために地域戦略パートナーシップ（Local Strategic 
Partnership）（以下、LSP）の設置を義務付けたことである［Social Exclusion Unit, 























































































































向性」があるとする指摘は早い段階からあった［中村, 2002, 60, 64］。「福祉から労働


































Enterprise UK, 2011, 19］、条件の異なる別の調査では 50％以上の社会的企業で経営
























































第 7章 「社会的企業化」政策の展開とその実態 
 











業省（Department of Trade and Industry, DTI）が公表した『社会的企業――その成
功戦略（Social Enterprise: a strategy for success）』（以下、「成功戦略」）である。次
に、第 3章でも紹介した内閣府による『民間活動と公益――チャリティおよび広範な
非営利セクターに関するレビューPrivate Action, Public Benefit: A Review of 
Charities and the Wider Not-For-Profit Sector）』（以下、「民間活動と公益」）である。
最後に、財務省の『公共サービス供給におけるボランタリー・コミュニティ・セクタ
ーの役割――横断的レビュー（The Role of the Voluntary and Community Sector in 
Service Delivery: A Cross Cutting Review）』（以下、「横断的レビュー」）である。 
上記の 3 つの政策文書は、いずれも 2002 年に公表されたものである。前章で紹介
























































































































































































































企業）法（the Companies (Audit, Investigations and Community Enterprise) Act 























チャリティ法改正で第 11部に CIO に関する規定が設けられ、2012年に CIO規則が








































































革を促されることとなった。しかし、2005 年からのブレア政権第 3 期（2005-2007）
において、政府の動向に軌道修正が見られるようになった。その象徴が、2006年に内









































































バイ・ボウ・センタ （ーThe Bromley by Bow Centre）、②マイルドメイ・ミッション・
ホスピタル（The Mildmay Mission Hospital）、③カレイドスコープ・プロジェクト
（Kaleidoscope Project）、④ユース・チャータ ・ーフォ ・ースポーツ（The Youth Charter 
for Sport）、⑤エルドニアン・コミュニティ住宅協会（The Eldonian Community Based 
Housing Association）の 5事例である［Leadbeater, 1997, 27-52］。 





































































































































































可能、という分権志向を明確にしたのである［中島（智）, 2016, 20-21］。 
















――21世紀のボランタリー・アクション（A Stronger Society: Voluntary Action in 
the 21st Century）」（以下、「21世紀」）である。副題に「ボランタリー・アクション」
と付いているように、序文でキャメロン党首はベヴァリッジの『ボランタリー・アク
ション』の一節を引用したのであった［Conservative Party, 2008, 4］。それは、第 2
章でも紹介したが、国家がすべてを監視する全体主義社会に対して、自助と助け合い
を基本とするボランタリー・アクションの「活力と豊かさ」が、「自由社会の徴表」で
あり、「イギリス社会の顕著な特徴」とする箇所であった［Beveridge, 1948, 10］。 
同報告書では、公共サービス改革においてチャリティやボランタリー・セクターに
サービス提供を委託するとしても、それは税金で賄うべきではないと主張した



















しく批判した［Conservative Party, 2008, 4］。労働党政府の設立したサードセクター


























先させる傾向を見ていた［Davies, 2000; Davies, 2004］。その傾向には、市場原理を
強調する新自由主義的な性質が背後にあるとの分析もなされていた［Davies, 2002; 
Geddes, 2006; Davies, 2011］。それゆえ、地域再生政策のかなめである「ローカル・
ガバナンス」、およびネイバーフッド（自治体内小地域）レベルでのガバナンスには、
新自由主義のイデオロギーに顕著な「自立」の倫理が潜んでいることが指摘された
























































新自由主義パラダイムによって枠付けられているとしたのである［Nicholls et al, 
2017, 323-324］。そのイメージが図表 11である。 
 





























































































































のとした［McKay et al., 2015, 340］。この点について、ニコルズは、当時の労働党政
権がチャリティの収入構造の変化を促し、それがチャリティの商業化を推し進めたか
らとした。ビジネスライクな組織へと変化を強いたとしたのである。そこには、第 4
章で触れた制度的同型化の圧力があったとした［Nicholls, 2010, 623］。 
上記の点を踏まえ、マッケイらは 2000 年代にチャリティがより事業収入に頼るよ
うになったことを明らかにした。彼らは、まずチャリティなどボランタリー・セクタ
ー全体の収入について、NCVO のデータで 2000 年度から 2007 年度にかけて、事業
収入の増加によってチャリティ全体の収入が徐々に増加した点を指摘した。より詳細
な傾向を描くために、チャリティ委員会登録済みのチャリティに関するデータベース
（Guidestar UK）を活用し、2003 年度から 2007 年度にかけてのチャリティの収入
構造を事業収入とボランタリー収入に区別して算出した（図表 13）。彼らの分析によ
って、労働党政権期においてチャリティなどボランタリー・セクターは、事業収益へ
の依存度を徐々に高めていたことが判明したのである［McKay et al., 2015, 343-346］。 
 












2003 £967,272 £493,221 51% £418,247 43% 15,412 
2004 £1,085,852 £560,191 52% £456,768 42% 14,317 
2005 £1,195,861 £640,839 54% £488,959 41% 14,042 
2006 £991,565 £537,991 54% £407,695 41% 18,385 
2007 £1,186,960 £654,693 55% £483,519 41% 15,468 
＊ボランタリー収入とは、寄附や補助金など「もらった収入」の意味 



















出所：NCVO［2014］, p. 26. （https://data.ncvo.org.uk/a/almanac14/what-is-the-
















































































































































































































































































Investment Task Force）の設立から始まっている（2000年 4月）。ただし、当初はコ






































































































要な基盤として協同組合を措定したスウェーデン［たとえば、藤岡, 2014; 藤岡, 2016］、
協同組合（具体的には、「モンドラゴン協同組合会社」）が民間企業を買収し、企業側
に社会的経済組織の性質を身につけるように変化させるアプローチが発展したスペイ






























































































［Borzaga et al., 2001=2004］。 
6 本研究での「イギリス」とは、「グレート・ブリテン及び北アイルランド連合王国
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⑤ 事業収益の合計は収益全体の 50％以上である。 









数：1,932））、 特定非営利活動法人については、「平成 25 年度特定非営利活動法人に関















http://www.participle.net/（2016年 8月 3日確認）。 









































































26 The Statute of Charitable Uses Act (1601), 43 Elizabeth I c. 4の前文より。原文を参













2000, 122-123; 長谷川, 2014, 158-159］。②については、17世紀末から 18世紀を通じて
教区連合が自発的に進められ、1834年の救貧法改正において「中央当局に「教区連合
（Union of parishes）」を組織する権限」が与えられた［大沢, 1986, 84-85］。 
29 この団体では、法律家、廷臣、ジェントルマンらが歴史などの話題についてディベー














響力も限定的であったと指摘される［Smith, 1995, 22; 山本（卓）, 2012, 147-153］ 
32 本研究では、「社会的投資（Social Investment）」、その投資モデルの代表例とされる






                                                                                                                                          
社会的リターンを加えたダブル・ボトムラインで判断することにより、金融市場における
「市場の失敗」を是正し、投資における社会性と経済性を両立させようとするもの」と定





































企業の代表的な法人格として扱われていた［たとえば、塚本, 2003, 134-135; 内閣府, 
2009, 153-154］。 
36 CIOは実際に創設されるが、この点については第 7章で改めて論じる。このほかの法


































































































③ 事業収益が 50％以上あること（企業会計原則の裏づけがあること） 































出所：Community Action Wyre Forestのホームぺージより
http://www.communityactionwf.org.uk/understanding_the_community_and_voluntary







ャリティ法の改正に関するものであったと指摘されている［永井, 2007, 52］。 
50 簡単に協同組合の再編に触れておく。産業共済組合法（Industrial and Provident 
Societies Act）を根拠法とする「産業共済組合」は、2つの形態、組合員の利益ために活
動する協同組合（bona fide co-operatives）とコミュニティにサービスを供給する協同組




使い勝手の悪いものになっていた［Strategy Unit, 2002, 55］。そこで報告書は、前者は
国際協同組合同盟の原則に従った法的定義を与える「協同組合」とし、後者は「コミュニ




Community Benefit Societies Act 2003）」の成立により、この再編は実現した。 











                                                                                                                                          
することであった。EMESが提唱した労働統合型社会的企業（WISE）の分類の中で
は、主流の労働市場への統合を重視するタイプに該当すると言える。 
52 なお、2006年チャリティ法（Charities Act 2006）では、「チャリティ目的」の類型の
見直しが行われている。「ディーキン報告」の提言にあったチャリティの定義の見直しに




















53 Centre for Regional Economic and Social Research［2010］を参照されたい。 
54 Third Sector Research Centre［2009］を参照されたい。 
55 なお、貿易産業相だったヒューイットは第 3次ブレア内閣で保健相に移動し、そこで
新たに社会的企業室を設置している。 
56 詳細については、石村［2015b］の 104-107ページを参照されたい。 
57 メイナーハウス開発トラストについては、前出の山本（惠）ほか［2017］以外にも、
山本（隆）［2017］で紹介されている。詳細はこれらを参照されたい。 




（2018年 10月 10日確認） 















                                                                                                                                          
る。出所は、BBCおよび The Gurdianより。 
http://news.bbc.co.uk/democracylive/hi/bbc_parliament/newsid_9688000/9688272.stm












https://www.charityretail.org.uk/charity-shops-faq/（2018年 7月 11日確認） 






とがわかる。なお、2015年の年鑑によると、各団体数は CICが 1万 2981、CIOが
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